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インフラ長寿命化基本計画 

（基本計画）【国】 

インフラ長寿命化計画 

（各省庁が策定） 

（行動計画） 【国】 （行動計画） 【地方公共団体】 

三重県の公共施設等総合管理計画 

「みえ公共施設等総合管理基本方針」 

道路 河川 学校 道路 河川 学校 

 

第1図 みえ公共施設等総合管理基本方針の 

体系（イメージ） ··············································· 本冊 1 ページ関連 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（個別施設計画）            （個別施設計画（注1）） 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

                                            
（注1）平成 25 年 11 月に国が策定した「インフラ長寿命化基本計画」において規定された

個別施設計画のことをいいます。すなわち、各公共施設等の管理者が、この基本方針

に基づき、個別施設ごとの具体の対応方針を定める計画として策定するものをいいま

す。 
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公共施設 

 

第1表 平成 25 年度末 公共施設（注2）延べ床面積（注3） ····· 本冊 2 ページ 

分類 

延べ床面積 

（単位：

m2） 

面積 

割合 
施設数 棟数 摘要 

庁舎等 554,860 27% 412 1,290 

庁舎・保健福祉施設・医

療施設・文化施設・社会

教育施設・警察施設など 

学校・教育施

設 
1,012,088 50% 79 2,263 

高等学校・特別支援学

校・総合教育センターな

ど 

スポーツ・レ

クリエー

ション施設 

88,092 4% 35 132 

スポーツ施設・レクリ

エーション施設など 

県営住宅等 262,113 13% 61 510 

県営住宅・特定公共賃貸

住宅 

 

その他 108,223 5% 199 530 

公舎・職員住宅・旧庁舎・

旧学校など 

 

合計（注4） 2,025,375 100% 786 4,725  

 

公共施設 

 

第2図 平成 25 年度末 公共施設延べ床面積グラフ ·················· 本冊 2 ページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                            
（注2）公共施設とは、この基本方針では庁舎や学校などの建物施設のことを指し、公営事

業施設を除きます。 
（注3）第 1 表及び第 2 図は、平成 25 年度決算の「財産に関する調書」から公共施設を対

象に作成しています。 
（注4）延べ床面積の合計は、小数点以下四捨五入の関係で、内訳の合計と一致しないこと

があります。以下の図表においても同様です。 
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第3図 施設保有量の推移 ··············································· 本冊 2 ページ関連 

 

 

公共施設 

 

第2表 公共施設における指定管理者制度の導入施設（注5） ······ 本冊 2 ページ 

（平成 26 年 4 月 1 日現在） 

施設名称 
延べ床面積（注6） 

（単位：m2） 

三重県身体障害者総合福祉センター 8,172 

三重県視覚障害者支援センター 706 

三重県聴覚障害者支援センター 228 

みえこどもの城 4,693 

三重県母子福祉センター 176 

三重県総合文化センター 46,305 

三重県環境学習情報センター 9,734 

みえ県民交流センター 2,329 

三重県交通安全研修センター 1,339 

三重県立ゆめドームうえの 8,080 

三重県営松阪野球場 1,151 

三重県営ライフル射撃場 100 

三重県営総合競技場 10,969 

                                            
（注5）インフラその他施設における指定管理者制度の導入状況は、第 4 表に記載していま

す。 
（注6）この表での延べ床面積は、指定管理に係る建物面積を記載しており、建物以外（公

園、広場、グラウンド等）の面積は含んでいません。 

公共施設 

松阪あゆみ特別支援学校開校 
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（愛称（注7）：三重交通Ｇ スポーツの杜 伊勢） 

三重県営鈴鹿スポーツガーデン 

（愛称：三重交通Ｇ スポーツの杜 鈴鹿） 
34,215 

三重県立熊野古道センター 2,429 

三重県民の森 848 

三重県上野森林公園 542 

三重県営サンアリーナ 
24,486 

（付帯施設含む） 

三重県営住宅 260,035 

三重県特定公共賃貸住宅 2,078 

三重県立鈴鹿青少年センター 6,477 

三重県立熊野少年自然の家 2,544 

合計 427,636 

 

 

                                            
（注7）三重県では、県有施設の有効活用を図り、県民サービスの維持・向上及び県内にお

けるスポーツの振興と発展につなげていくため、県営スポーツ施設のネーミングライ

ツ事業を行っています。これにより、平成 26 年 8 月、三重交通グループホールディ

ングス株式会社（所在地：津市中央 1 番 1 号）がネーミングライツ・パートナーとし

て決定し、県営鈴鹿スポーツガーデンについては「三重交通Ｇ スポーツの杜 鈴鹿」

（みえこうつうぐるーぷ すぽーつのもり すずか）、県営総合競技場については「三

重交通Ｇ スポーツの杜 伊勢」（みえこうつうぐるーぷ すぽーつのもり いせ）と

して愛称が決まりました（ネーミングライツ契約期間：平成 26 年 10 月 1 日から 10
年間）。ネーミングライツとは、命名権と訳され、ネーミングライツ事業は、施設の

命名権を企業等が購入し、県の多様な財源確保などに寄与するものです。 



5 
 

金融機関 

設計・建設会社 

（代表企業） 

管理・運営会社 

（構成企業） 

出資 出資 

設計・建設 

維持管理・運営 
維持管理 

業務委託 

事業契約 

対価支払い 

融資 

協定 

事業応募グループ 

入居 

工事監理会社 

（協力企業） 

職員 

特別目的会社 

監理委託 

本事業を実施するため、事業応募 

グループが 50％以上出資して設立 

工事請負 

【事業の枠組み】 

三重県 

職員公舎 

 

公共施設 

 

第4図 PFI 的手法の導入事例（東紀州職員公舎） ···················· 本冊 3 ページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （グリーンハイツおわせ）       （オレンジハイツくまの） 
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公共施設 

 

第5図 県内の中学校卒業者数の推移（注8） ··························· 本冊 3 ページ 

（単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共施設 

 

第6図 県立特別支援学校在籍者数の推移（注9） ····················· 本冊 3 ページ 

（単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                            
（注8）文部科学省「学校基本調査」によります。平成 26 年度（2014 年度）については、

平成 26 年度県内中学校 3年生在籍者数を平成 26 年度県内中学校卒業者数の見込みと

したものです。 
（注9）文部科学省「学校基本調査」によります。 

（年度） 

（年度） 
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公共施設 

 

第7図 本庁舎・地域総合庁舎における 

職員 1 人当たり床面積の推移（注10） ························· 本冊 3 ページ 

（単位：m2／人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第8図 本庁舎・地域総合庁舎の職員数の推移 ·························· 本冊 3 ページ 

（単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                            
（注10）職員数は、各年度の職員録から、本庁舎・地域総合庁舎（桑名・四日市・鈴鹿・

津・松阪・伊勢・志摩・伊賀・尾鷲・熊野の各地域総合庁舎）に勤務する職員数を抽

出したものです。特別職、議会事務局職員、各種委員会職員（教育委員会は含む）、

業務補助職員、設備保守管理委託等業者職員、使用許可に係る職員等を除いています。

いずれの年度の 1 人当たり床面積についても、床面積は、平成 25 年度末における庁

舎の本館及び付帯施設の床面積（事務スペースに限りません）を一律に適用していま

す。議事堂の床面積は、含んでいません。 

（年度） 

（年度） 
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公共施設 

 

第3表 資産カルテ（注11）に見る公共施設の利用状況 ············· 本冊 4 ページ 

施設名 利用状況 

三重県総

合文化セ

ンター 

来館者数 ：1,069,943 人 

（注12） 

延べ床面積：46,305m2 

建築年度 ：平成 6 年度 

三重県立

美術館 

来館者数 ：127,144 人 

延べ床面積：10,666m2 

建築年度 ：昭和 56 年度 

三重県営

サンア

リーナ 

利用者数 ：316,680 人 

延べ床面積：24,312m2 

建築年度 ：平成 6 年度 

三重県営

鈴鹿ス

ポーツ

ガーデン 

利用者数 ：486,452 人 

延べ床面積：34,215m2 

建築年度 ：平成 4 年度 

三重県営

総合競技

場 

利用者数 ：368,709 人 

延べ床面積：10,969m2 

建築年度 ：昭和 38 年度 

                                            
（注11）ここでは、『平成 26 年度 第 2 回 三重の財政』（三重県）の「資産カルテ（平

成 25 年度決算）」を指しています。三重県総合博物館については、平成 26 年 4 月開

館のため、この表では示していません。 
（注12）来館者数・利用者数は、平成 25 年度（2013 年度）の数値を記載しています。 

来館者数グラフ（人） 

来館者数グラフ（人） 

利用者数グラフ（人） 

利用者数グラフ（人） 

利用者数グラフ（人） 

（年度） 

（年度） 

（年度） 

（年度） 

（年度） 
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インフラその他施設 

 

第4表 平成 25 年度末 インフラその他施設（注13） 

の保有状況 ······························································ 本冊 4 ページ 

種別 概要 

道路 

（注14） 

  路線数 実延長（km） 橋梁数 トンネル数  

 県道 310  2,667   3,014  41    

 国道（県管理） 20  794   976  78    

   計 330  3,461   3,990  119    

交通安全

施設 
信号機 3,190 箇所 

河川・ダ

ム 

県管理河川 81 水系  河川数 548  河川延長 2,338km 

県管理ダム 3 施設 

水門 22 施設、樋門・樋管 168 施設、陸閘 82 施設、排水機場 8 施

設 

砂防 

砂防設備 1,914 施設  

 

 

地すべり防止施設 17 施設 

急傾崩壊防止施設 685 施設 

治山 治山施設 8,770 箇所  

海岸 
海岸保全施設延長 335km 

水門・樋門・樋管 772 施設、陸閘 1,433 施設 

下水道 

三重県流域下水道施設（指定管理）（注15） 

 管路施設 延長 224km 

 処理施設 5 処理場 

 ポンプ場 8 施設 

港湾 
19 港湾 

係留施設 延長 26km、外郭施設 延長 215km、橋梁数 14 橋 

 

                                            
（注13）インフラその他施設とは、この基本方針では道路・橋梁等の社会基盤と公営事業

施設を指します。なお、三重県が実施している公営事業としては、知事部局が行って

いる公営事業（地方卸売市場事業、港湾整備事業、流域下水道事業）と企業庁・病院

事業庁を設置して行っている公営事業（水道用水供給事業、工業用水道事業、電気事

業、病院事業）があります。 
（注14）道路については、平成 25 年 4 月 1 日現在の数値です。 
（注15）この表で「（指定管理）」とあるのは、指定管理者制度の導入施設であることを

示します（平成 26 年 4 月 1 日現在）。公共施設における指定管理者制度の導入状況

については、第 2 表に記載しています。 
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公園 

北勢中央公園 面積 36.79ha （指定管理） 

鈴鹿青少年の森 面積 51.30ha （指定管理） 

亀山サンシャインパーク 面積 14.20ha （指定管理） 

県庁前公園 面積 0.63ha  

大仏山公園 面積 37.26ha （指定管理） 

熊野灘臨海公園 面積 60.09ha （指定管理） 

漁港 
県営漁港 12 漁港 

係留施設 延長 14km、外郭施設 延長 29km、橋梁数 2 橋 

地方卸売

市場 

三重県地方卸売市場 1 施設（指定管理） 

  卸売場棟 1 棟（22,675m2）他 30 棟 

    建築面積合計 38,692.27m2 

企業会計

資産 

（事業用有形固定資産） 

企業庁資産 

 水道用水供給事業施設 

   浄水場  5 箇所 

   給水能力 427,666m3／日 

   管路延長 423.2km 

 工業用水道事業施設 

   浄水場  4 箇所 

   給水能力 911,500m3／日 

   管路延長 350.2km 

 電気事業施設 

   水力発電施設 5 箇所（注16） 

     最大出力 35,200kW 

   ごみ固形燃料発電施設 1 箇所 

     最大出力 12,050kW 

病院事業庁資産 

 こころの医療センター 

   敷地面積 55,076m2 建物面積 20,708m2 許可病床数 400 床

 一志病院 

   敷地面積 14,959m2 建物面積 6,295m2 許可病床数 86 床

 志摩病院（指定管理） 

   敷地面積 22,517m2 建物面積 26,325m2 許可病床数 350 床

 

                                            
（注16）水力発電施設の箇所数は、平成 26 年 4 月 1 日現在の数値です。 
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公共施設 

 

第9図 建築（竣工）年度別 延べ床面積の状況（注17） ···· 本冊 5 ページ関連 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共施設 

 

第5表 平成 6 年度（1994 年度）・平成 8 年度（1996 年度）に 

建築した主な公共施設 ········································· 本冊 5 ページ関連 

    （延べ床面積 10,000m2以上）            （単位：m2） 

建築年度 公共施設名 分類名 
延べ 

床面積 
備考 

平成 6 年

度 

（1994

年度） 

総合文化セン

ター 

庁舎等 約 46,000  

県営サンアリー

ナ 

スポーツ・レ

クリエー

ション施設 

約 24,000  

運転免許セン

ター 

庁舎等 約 14,000  

平成 8 年

度 

（1996

年度） 

県営鈴鹿スポー

ツガーデン（屋内

プール・庭球場） 

スポーツ・レ

クリエー

ション施設 

約 25,000 サッカー・ラグビー

場メイングラウンド

は平成 4 年度（1992

年度）、体育館は平

成 18 年度（2006 年

度）建築です。 

                                            
（注17）第 9 図は、平成 25 年度決算の「財産に関する調書」から公共施設を対象に作成し

ています。 

（単位：m2） 

（年度） 
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公共施設 

 

第6表 公共施設の経年数の状況 

（延べ床面積による割合）（注18） ···························· 本冊 5 ページ 

 

                              （単位：m2） 

経年数 延べ床面積 割合 備考 

10 年未満 100,895 5% 
平成 18 年度（2006 年度）以降 

建築 

10～20 年未満 236,908 12% 
平成 17 年度（2005 年度）～ 

平成 8 年度（1996 年度）建築 

20～30 年未満 506,107 25% 
平成 7 年度（1995 年度）～ 

昭和 61 年度（1986 年度）建築 

30～40 年未満 528,726 26% 
昭和 60 年度（1985 年度）～ 

昭和 51 年度（1976 年度）建築 

40 年以上 647,058 32% 
昭和 50 年度（1975 年度）以前 

建築 

合計 2,019,695 100% 左記のほか築年次不詳 5,680m2 

 

 

公共施設 

 

第10図 公共施設の経年数の状況（延べ床面積による割合） ······ 本冊 5 ページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                            
（注18） 第 6 表及び第 10 図は、平成 25 年度決算の「財産に関する調書」から公共施設を

対象に作成しています。 
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公共施設 

 

第11図 経年による年平均補修費 

（国土交通省資料を元に作成）（注19） ················ 本冊 5 ページ関連 

 

建物面積 1m2当たりの年間補修費用（単位：円／m2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【上図の元の表】 

国土交通省大臣官房官庁営繕部「国家機関の建築物等の保全の現況（平成 26 年

3 月）」15 ページ 

 

 

■表 2-2-10 合同庁舎・一般事務庁舎の補修費用の平均 

経年数 
1m2当たりの 

年間補修費用（円／m2） 
施設数 

10 年未満 279 338 

10～20 年未満 934 730 

20～30 年未満 1,568 763 

30～40 年未満 2,060 1,064 

40 年以上 2,555 1,335 

（注 1）敷地内建物の合計延べ面積（附属屋等を含む）1m2当たりの費用の平均。 

（注 2）対象となった施設には、当該年度に補修費用が発生していない施設を含

む。 

                                            
（注19）この図は、国土交通省大臣官房官庁営繕部が公表した、国家機関の合同庁舎・一

般事務所の補修費用のデータを元に作成したものです。したがって、県の施設におけ

る補修費用の実績値ではありません。 

（経年数） 
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築 29 年以下 

築 60 年以上 築59～30年 築 29～0 年 

築 60 年以上 築59～30年 
新
た
に
更
新 

検
討
対
象 

新
た
に
大
規
模 

改
修
検
討
対
象 

（単位：m2） 

（単位：m2） 

（年度） 

（年度） 

公共施設 

 

第12図 大規模改修（検討）時期及び更新（検討）時期 

の状況（注20） ························································ 本冊 5 ページ 

平成 27 年度（2015 年度）時点：築 60 年＝昭和 30 年度（1955 年度）建築

 築 30 年＝昭和 60 年度（1985 年度）建築

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共施設            10 年後 

 

第13図 今後 10 年間の大規模改修（検討）対象及び更新（検討）対象 

の状況 ···································································· 本冊 5 ページ 

平成 37 年度（2025 年度）時点：築 60 年＝昭和 40 年度（1965 年度）建築

 築 30 年＝平成 7 年度（1995 年度）建築

 

              10 年           10 年 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                            
（注20）仮に、築 30 年を大規模改修（検討）時期、築 60 年を更新（検討）時期とした場

合の図です。 

更新（検討）時期 大規模改修（検討）時期 
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公共施設 

 

第7表 今後 10 年間で新たに更新（検討）時期を迎える 

公共施設（注21） ····················································· 本冊 5 ページ 

 

（更新（検討）時期を迎える棟が 1 つ以上ある施設） 

分類 施設数 

延べ床面積 計 

（対象の棟の延べ床面積） 

（単位：m2） 

主な施設 

（床面積の大きいもの） 

庁舎等 27 約 36,000 本庁舎（行政棟・厚生棟

ほか） 

学校・教育施設 40 約 111,000  

スポーツ・レク

リエーション

施設 

2 約 6,000 県営総合競技場（体育

館） 

県営住宅等 11 約 20,000  

その他 9 約 15,000  

合計 89 約 188,000  

 

 

                                            
（注21）これは、築 30 年を大規模改修（検討）時期、築 60 年を更新（検討）時期と仮定

した場合に、対象となる施設を機械的に抽出したものです。長寿命化の措置がなされ

ている場合には、一律に更新の検討を必要とするものではありません。 
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建
設
ト
ン
ネ
ル
数

20
11

20
12

高度経済成長期建設 30箇所（全体の25％）

建設後５０年以上経過

17箇所（全体の14％）

昭
和
３
０
年

昭
和
４
８
年

昭
和
３
８
年
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26
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19
34
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49

19
54

19
59

19
64

19
69

19
74

19
79

19
84

19
89

19
94

19
99

20
04

20
09

20
12

建
設
橋
梁
数

高度経済成長期建設 1,529橋（全体の38％）

建設後５０年以上経過

1,155橋（全体の29％）

昭
和
３
０
年

昭
和
４
８
年

昭
和
３
８
年

2013

17箇所
14%

102箇所
86%

2023

34箇所
29%

85箇所
71%

2033

63箇所
53%

56箇所
47%

50年以上

凡例

50年未満

2013

1 ,155橋
29%

2,835橋
71%

2023

2 ,076橋
52%

1,914橋
48%

2033

2 ,750橋
69%

1,240橋
31%

50年以上

凡例

50年未満

インフラその他施設 

 

第14図 橋梁の老朽化状況 ··················································· 本冊 6 ページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

インフラその他施設 

 

第15図 トンネルの老朽化状況 ············································· 本冊 6 ページ 

 

 

 

 

 

 

（年） 

（年） 
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ピーク 

186 万 6,963 人 

 

 

第16図 全国及び三重県の人口推移及び将来推計（注22） ········· 本冊 7 ページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                            
（注22）平成 22 年（2010 年）以前の人口（全国・三重県・県内市町）は、総務省統計局

の国勢調査によります。平成 27 年（2015 年）以降の人口（全国・三重県・県内市町）

は、国立社会保障・人口問題研究所の『日本の将来推計人口（平成 24 年 1 月推計）』

の出生（中位）死亡（中位）推計及び『日本の地域別将来推計人口（平成 25 年 3 月

推計）』によります。これにより、第 16 図から第 20 図までを作成しています。これ

は、あくまで推計であり、今後の社会経済情勢などによって大きく変化するものと考

えられます。 

 ～ 

ピーク 

1 億 2,805 万 7,352 人 

平成 52 年（2040 年） 

三重県人口（推計） 

150 万 7,656 人 

昭和 40 年（1965 年）頃の

人口に相当 

平成 52 年（2040 年） 

全国人口（推計） 

1 億 727 万 5,850 人 

昭和 45 年（1970 年）頃の

人口に相当 

 

指数（1950 年＝100） 

全国 

三重県 

国勢調査人口 将来推計人口 ← → 

（年） 
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第17図 全国の人口推移及び将来推計（5 歳階級別） ················ 本冊 7 ページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）割合（％）は、その年の全国人口を 100％としたときの割合（人口構成比）

です。 

 

 

第18図 三重県の人口推移及び将来推計（5 歳階級別）······· 本冊 7 ページほか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）割合（％）は、その年の三重県人口を 100％としたときの割合（人口構成

比）です。 

（単位：万人） 

（年） 

一つの帯グラフは 5 歳

ごと（例：0 歳～4 歳） 

 

最上部の帯グラフは、

85 歳以上 

65 歳以上 

15～64 歳 

0～14 歳 
13％ 

64％ 

23％ 

10％ 

54％ 

36％ 

（単位：万人） 

（年） 

平成 52 年（2040 年）

の人口（推計） 

 

一つの帯グラフは 5 歳

ごと（例：0 歳～4 歳） 

 

最上部の帯グラフは、

85 歳以上 
14％ 

62％ 

24％ 

10％ 

54％ 

36％ 

25％ 

67％ 

8％ 
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第19図 三重県の過去・現在・将来人口（推計）の比較 

（5 歳階級別） ··················································· 本冊 7 ページほか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：万人） 

平成52年（2040年）

の人口（推計） 

65 歳以上 

15～64 歳 

0～14 歳 

棒グラフの 1 段は、5 歳ごと 

最上部の段は 85 歳以上 

 

115 万人 

45 万人 

25 万人 

計 185 万人 

38 万人 

102 万人 

12 万人 

計 151 万人 

54 万人 

81 万人 

16 万人 

計 151 万人 

（年） 
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第20図 県内地域別 人口増減率（将来推計） ························ 本冊 8 ページ 

 

これは、あくまで推計であり、今後の社会経済情勢などによって大きく変化す

るものと考えられます。 

 

 

人口増減率＝平成 52 年（2040 年）の人口（推計）と平成 22 年（2010 年）の

人口を比較した増減率 
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第21図 公共施設の今後の大規模改修及び建替えに要する 

経費見込み ······························································ 本冊 9 ページ 

    （総務省が提供する試算ソフトによる試算結果） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） この経費見込みは、平成 25 年度決算の「財産に関する調書」のうち公

共施設の延べ床面積、建築年度及び施設類型を、総務省が提供する「公共

施設等更新費用試算ソフト」（平成 25 年度改訂）に入力し、試算した結果

です。 

 （主な試算条件） 

   ・現在の公共施設の延べ床面積等をそのまま維持していくものと仮定。 

   ・大規模改修は、建築年度から 30 年ごとに実施するものと仮定。 

   ・築 31 年以上 50 年未満の公共施設の大規模改修については、未実施と

仮定し、平成 27 年度（2015 年度）からの 20 年間で費用を按分して計

上。 

   ・建替えは、建設年度から 60 年ごとに実施するものと仮定。 

   ・築 61 年以上の公共施設の建替えについては、未実施と仮定し、平成 27

年度（2015 年度）からの 20 年間で費用を按分して計上。 

   ・建替え費用は、280 千円/m2～400 千円/ m2の間で設定されている公共

施設の大分類ごとの単価によるものと仮定し、大規模改修費用は、建

替え費用の約 6 割の単価と仮定。 

   ・その他の試算条件は、「公共施設等更新費用試算ソフト仕様書」（平

成 26 年 3 月）に記載のとおり。 

公共施設 

経費見込み 

年平均 

約 229億円 

普通建設事業費 

（公共施設分） 

過去 5 年平均 

約 148 億円 

（単位：億円） 

（年度） 
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第22図 公共施設の今後の大規模改修及び建替えに要する 

経費見込み（長寿命化を図った場合） ·························· 本冊 9 ページ 

    （総務省が提供する試算ソフトによる試算結果） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） この経費見込みは、平成 25 年度決算の「財産に関する調書」のうち公

共施設の延べ床面積、建築年度及び施設類型を、総務省が提供する「公共

施設等更新費用試算ソフト」（平成 25 年度改訂）に入力し、耐用年数を 80

年に長寿命化を図った場合の試算した結果です。 

 （主な試算条件） 

   ・現在の公共施設の延べ床面積等をそのまま維持していくものと仮定。 

   ・大規模改修は、建築年度から 40 年ごとに実施するものと仮定。 

   ・築 41 年以上 70 年未満の公共施設の大規模改修については、未実施と

仮定し、平成 27 年度（2015 年度）からの 20 年間で費用を按分して計

上。 

   ・建替えは、建設年度から 80 年ごとに実施するものと仮定。 

   ・築 81 年以上の公共施設の建替えについては、未実施と仮定し、平成 27

年度（2015 年度）からの 20 年間で費用を按分して計上。 

   ・建替え費用は、280 千円/m2～400 千円/ m2の間で設定されている公共

施設の大分類ごとの単価によるものと仮定し、大規模改修費用は、建

替え費用の約 6 割の単価と仮定。 

   ・その他の試算条件は、「公共施設等更新費用試算ソフト仕様書」（平

成 26 年 3 月）に記載のとおり。 

 

 

公共施設 

経費見込み 

年平均 

約 143億円 

普通建設事業費 

（公共施設分） 

過去 5 年平均 

約 148 億円 

（単位：億円） 

（年度） 



23 
 

 

 

 

第23図 三重県 普通会計歳出決算における普通建設事業費（公共施設分）の

額及び割合の推移 ····················································· 本冊 9 ページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）この基本方針においては、道路、橋梁などのほか、流域下水道（浄化セ

ンターなどの施設を含む）、都市公園、地方卸売市場、企業会計資産など

を「インフラその他施設」としており、「公共施設」には含んでいません

ので、この図においても、これらについては含まれていません。 

公共施設 

（年度） 

（単位：億円） （割合） 

平均約 148 億円 
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第24図 三重県 普通会計歳出決算における普通建設事業費（全体）の額及び

割合の推移 ························································ 本冊 9 ページ関連 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第25図 三重県 普通会計歳出決算における維持補修費の額及び 

割合の推移 ························································ 本冊 9 ページ関連 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（年度） 

（単位：億円） （割合） 

平均 

約 49 億円 

（単位：億円） （割合） 

（年度） 
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第26図 三重県 普通会計歳出決算における光熱水費の額及び 

割合の推移 ························································ 本冊 9 ページ関連 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第27図 基金残高の推移 ······················································ 本冊 9 ページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：億円） （割合） 

（年度） 

国の経済対策に

伴う基金積立に

よる増加 

平均 

約 20 億円 

（年度） 

（単位：億円） （割合） 
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第28図 公債費・県債残高将来推計 

（一般会計及び県債管理特別会計） ····························· 本冊 9 ページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注）１．県債発行額は、平成 25 年度（2013 年度）までは決算額、平成 26 年度（2014

年度）は 9 月補正予算後に三重県行財政改革取組の参考資料にある中期財政見

通し（推計 B-1 の場合）に含まれる年度内補正見込額 26 億円を加算、平成 27

年度（2015 年度）は三重県行財政改革取組の参考資料にある中期財政見通し

（推計 B-1 の場合）の数値です。 

  ２．三重県行財政改革取組においては、国の地方財政対策により決定される臨時財

政対策債や災害に対応するための災害復旧事業債等（上図において「下記以外

の県債」としています。）を除き、平成 26 年度末（2014 年度末）（最終補

正後）の県債残高が平成 23 年度末（2011 年度末）（最終補正後 8,190 億円）

よりも減少するように取り組むこととしています。 

  ３．臨時財政対策債は、地方一般財源の不足に対処するため、通常地方債の発行が

認められる道路建設費などの投資的経費以外の経費にも充てることができる

特例的な地方債です。本来は地方交付税で措置されるべきものであることから、

臨時財政対策債の発行に伴い地方公共団体が将来にわたって支払うべき元利

償還金は、後年度の地方交付税としてその全額が措置されます。 

現在高 

（億円） 

公債費 
（億円） 

年度末現在高 

下記以外の県債 

建設地方債等（三重県行財政改革取組

において、県債残高を減少させる取組

の対象としている県債） 

公債費（合計） 

（年度） 
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  ４．数値は、億円未満の四捨五入による端数調整のため、計に合わない場合があり

ます。 

  ５．この図は、一般会計及び県債管理特別会計での試算のため、普通会計から中小

企業者等支援資金貸付事業等特別会計などの特別会計を除いてあります。 

  ６．この図は、『平成 26 年度 第 2 回 三重の財政』から作成しています。 

 

 

 

第29図 一般会計当初予算（注23）における義務的経費の推移 ·· 本冊 9 ページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                            
（注23）平成 19 年度（2007 年度）及び平成 23 年度（2011 年度）の当初予算は、骨格予

算（骨格的予算）であるため、6 月補正後予算で示しています。 

（単位：億円） （割合） 

（年度） 
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第30図 三重県 普通会計歳出決算における普通建設事業費（公共施設分）の

額及び割合の推移（平成 27 年度以降） ·················· 本冊 9 ページ関連 

 

 

 
 

 

第31図 三重県 普通会計歳出決算における維持補修費の額及び割合の推移

（平成 27 年度以降） ·········································· 本冊 9 ページ関連 

 

 

公共施設 

（単位：億円） 

平均 

約 154 億円 

平均 

約 27 億円 

（単位：億円） 

（年度） 

（年度） 

子ども心身発達医療センター開設 

公共施設等 
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第32図 有形固定資産減価償却率の推移 ······························· 本冊 11 ページ 

 

（年度） 



 
 

 



 
 

履歴 

令和 4 年 3 月修正 
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